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地域医療構想調整会議

　全日本病院協会としては、地域医療
構想調整会議の動向を見ながら、病院
経営に関して最大限の注意を払わなく
てはならない。
　私は、青森県の地域医療構想アドバ
イザーとして県内二次医療圏ごとの６

圏域すべての調整会議に参加している。
公立・公的病院については、新公立病
院改革プラン、公的医療機関等2025プ
ランが策定され優先的に議論を進める
こととされている。
　公立病院には「補助金などの財政補
てん」や「非課税の優遇」がなされてい
ることから「民間病院では担えない分
野」に重点的に取り組むことが求めら
れている。しかしながら、公立・公的
病院の補助金の投入・活用状況につい
て、十分に可視化されておらず、地域
医療構想調整会議で協議に活用されて

いないとの指摘がある。青森県でも同
様であり、県に対し早急に補助金に関
するデータを取りまとめるよう求めて
いる。
　赤字経営の公立病院は、病床利用率
が低くても休床中の病床が存在しても
職員には民間より高い給与が支払い続
けられている。民間病院ではこのよう
な経営はありえない。
　公立・公的病院の再編統合やダウン
サイジングといった取り組みを具体的
に進めながら、自治体の首長と効率的
な協議を行い、住民の健康、安全を守

らなければならない。（なおかつ首長
は御自身の選挙のことも考えていかな
くてはならない。）
　青森県は早い段階から公立・公的病
院の再編に着手しており、一定の成果
を収めている。今後も地域の特性を踏
まえつつ、県民が安心して医療を受け
られるよう病院機能の再編に協力して
いきたい。

（村上新町病院　理事長
 全日本病院協会　青森県支部長
 青森県医師会　副会長　村上秀一）

　厚生労働省の「救急・災害医療提供
体制等の在り方に関する検討会」（遠藤
久夫座長）は８月21日、大阪府北部地
震、西日本を中心とした７月豪雨、北
海道胆振東部地震など2018年に生じた
一連の災害に対する医療体制をふり返
り、今後の体制整備に向けた議論を
行った。DMATとAMATなど他の保
健医療活動チームがどう連携するか、
災害拠点病院と一般病院が災害時に
ネットワークをどう構築するか、が今
後の課題として認識された。
　国は災害医療提供体制について、◇
災害拠点病院の整備◇DMAT（災害
時派遣医療チーム）の体制強化◇中長
期的な医療提供体制の確保─を軸に対
策を進めてきた。その中で、2018年の
一連の災害では特に、「医療機関の災
害に耐える能力」と「災害時の情報収
集とその活用」に関する課題が顕在化
している。
　同日の検討会では、今後の災害医療
提供体制に向け、これらの３つの軸は
変えず、顕在化した課題の解決を図る
とともに、DMAT以外の保健医療活
動チームや、災害拠点病院以外の医療
機関の役割を整理していくとの問題意
識を共有した。
　大規模災害時には、JMAT（日本医

　厚生労働省は８月19日、10月の消費
税率10％への引上げに伴う2019年度診
療報酬改定を告示した。控除対象外消
費税問題に対し、診療報酬による消費
税２％相当分の補てんなどを行う。診
療報酬、薬価基準、医療材料価格、
DPC／PDPSにおける各点数・係数な
どを改定した。
　診療報酬では、初診料が282点から
288点、再診料が72点から73点への引
上げ。急性期一般入院料１は1,591点
から1,650点、地域医療一般入院料１
は1,126点から1,159点、療養病棟入院
１（A）は1,810点から1,813点、回復期
リハビリテーション病棟入院料１は
2,085点から2,129点、地域包括ケア病
棟入院料１は2,738点から2,809点への

師会災害医療チーム）やAMAT（全
日本病院協会災害時医療支援活動班）、
DPAT（災害派遣精神医療チーム）な
ど様々なチームが活動することになり、
DMATとの役割分担や連携が重要に
なる。基本的には、都道府県の保健医
療調整本部が統括し、調整を図る役割
を担うが、災害医療コーディネーター
の役割を含め、地域の実情を踏まえた
対応が必要になる。
　全日病常任理事の猪口正孝委員は、
「JMATは 亜 急 性 期 が 中 心 だ が、
AMATはDMATと同じく急性期にも
動くし、亜急性期にも動く。複数のチー
ムが同時に活動する状況になるので、
それらすべてを包含した体制の計画づ
くりを事前に行わなければならない」
と述べた。また、「様々なチームが同
じ考えを持った研修を受けることも大
切だ」と教育内容の共通化を求めた。
　災害時の医療体制については、災害
拠点病院を中心とした体制を構築する
としつつも、それ以外の医療機関との
ネットワークを構築し、体制整備を図
る方向性が示された。災害拠点病院に
必要とされる機能は地域によって異な
るため、要件は「最大公約数的条件」
とする考えで、指定要件を再検討する。
　日本医療法人協会会長の加納繁照委

引上げとなっている。
　DPC／PDPSの基礎係数について
は、大学病院本院群が1.1302、DPC特
定病院群が1.0681、DPC標準病院群が
1.0374となった。機能評価係数Ⅱなど
は各DPC対象病院に対して設定され
ている。
　薬価基準については、2018年９月取
引分の薬価調査を基に、実勢価改定を
行った上で、消費税対応を行っている。
薬価調査による平均かい離率は7.2％。
これから調整幅２％を差し引いた分、
薬価を引き下げ、消費税率引上げ２％
分を上乗せする。基本的には、このよ
うな改定を個別の医薬品において行っ
たが、新薬創出等加算の対象品目など、
医薬品により、対応が異なる。

員は、「二次救急を支える民間病院は
災害時でも救急患者を受け入れ、多く
の患者を診療する。自家発電設備など
で、災害拠点病院だけでなく、一般病
院に対する財政的支援が必要だ」と述
べた。他の委員からは、「一般病院へ
の支援は大事だが、どのレベルまで支
援するかの線引きが求められる」との
指摘があった。また、BCP（業務継続
計画）を策定し、災害時に一般病院が
診療を継続できる体制を備えることの
重要性を強調する意見が出た。
　中長期的な医療提供体制の確保につ
いては、◇コーディネート体制◇災害
医療情報などが論点となった。
　特に、熊本地震で保健医療調整本部
や二次医療圏単位での関係者のコー
ディネート体制に課題が生じ、一定の
対応が行われたものの、大阪府北部地
震では一部に混乱が生じた。このため、
その後、災害医療コーディネート要領
を作成した。今後は、実態把握を改め
て行うとともに、災害医療コーディ
ネーターの好事例の横展開や質の維持
について、検討を進めるとした。
　災害医療情報では、EMIS（広域災
害・救急医療情報システム）の機能改
修を図る。７月豪雨では医療機関の
EMISへの入力が少なく、情報収集の

　個別の医薬品の薬価改定をすべて足
し合わせた全体の実勢価改定率は薬剤
費ベースで▲4.35％（医療費ベースで
▲0.93％）、消費税対応分は薬剤費ベー
スで1.95％（医療費ベースで0.42％）と
なった。その結果、薬価改定率は薬剤
費ベースで▲2.40％（医療費ベースで
▲0.51％）となっている。
　改定対象の医薬品数は１万6,510品
目で、内用薬が１万201品目、注射薬
が3,874品目、外用薬が2,407品目、歯
科用薬剤が28品目となっている。この
うち、薬価が引上げとなるのが6,121
品目ある。改定前薬価と実勢価のかい
離率が小さいために、調整幅と消費税
対応分を加味すれば、改定率がプラス
になる品目があるほか、薬価が下がら

手段として不十分だった。給水や燃料
の必要性に関する情報も集まらなかっ
た。このため◇登録機関の網羅性◇入
力率◇入力項目◇情報通信環境─につ
いて、EMISの改善を図っている。

医療計画の救急医療関連項目を追加
　第７次医療計画の中間見直しにおけ
る救急医療の項目は、追加項目を明示
した。プロセス指標として、「転院搬
送の受入件数」、「転院搬送の実施件
数」、「多職種連携会議の開催回数」な
どを設ける。「転院・退院調整をする
者を常時配置している救命救急セン
ターの数」は重点指標とする方向だ。
　第８次医療計画に向けては、「中核・
高次の救急医療機関とその周辺の救急
医療機関との間の病院間搬送」、
「DNARやACP等を踏まえた救急医
療」、「医師の労働状況、生産性の向上
を目指した集約状況、タスクシフトに
よる救急医療に関わる医師の負担軽
減」の状況把握を求める意見が出てお
り、今後の指標づくりの課題とする。

ないよう調整している新薬創出等加算
の対象品目や基礎的医薬品などは薬価
が引上げとなる。
　ただし、今回の改定では「改定前薬
価の108分の110を乗じた額を上回らな
い」とする上限規定がある。これによ
り、消費税対応分は1.95％で、２％を
下回ることになった（薬剤費ベース）。
　また、厚労省は今回の薬価改定の後
発医薬品の状況を公表している。後発
品の数量割合は72.6％で、後発品置換
えによる医療費適正化効果額は年間推
計で１兆3,987億円となった。このう
ち、バイオシミラーへの置換えによる
医療費適正化効果額は同146億円とし
ている。バイオシミラーの金額割合は
13.2％となっている。

ＡＭＡＴや一般病院の災害医療提供体制の役割を今後整理

消費税率10％への引上げ対応で診療報酬や薬価を改定

厚労省・救急災害医療検討会

診療報酬改定

地域でのネットワーク構築を検討

薬価改定率は薬剤費ベースで▲2.40％
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　介護労働安定センターは８月９日、
2018年度介護労働実態調査を公表した。
外国人労働者と一緒に働くことについ
て、実際に働いている介護労働者は「職
場に活気が出る」などとポジティブな
印象を持つ傾向が示された。
　調査は、事業所と介護労働者の双方
を対象に2018年10月に行われた。全国
の介護サービス事業所から無作為抽出
した1万８千事業所を対象にアンケー
トを実施。さらに各事業所の労働者３
名を上限に選出し、協力を依頼した。
回答は9,102事業所（回収率51.6％）、
２万2,183人（同41.9％）。
　外国人労働者を受け入れている事業
所は2.6％で、受入れの内訳は留学生
が42.5％、日系人が30.0％、EPAが
20.2％、技能実習生は9.0％など。
　今後、外国人労働者を活用する予定
が「ある」のは13.3％で、その内訳は技

能実習生が65.2％と最も多く、EPAに
よる受入れが37.3％、留学生が33.1％、
日系人が28.3％などと、技能実習生の
活用への意欲が強い。
　他方、外国人労働者と一緒に働くこ
とについて介護労働者に聞いた（複数
回答）。一緒に働いている人では、「労
働力の確保ができる」（48.5％）や「業務
が軽減される」（26.8％）以外にも、「職
場に活気が出る」（30.8％）や「利用者が
喜んでいる」（25.8％）など、ポジティ
ブな印象を持っている傾向が示された。
　外国人労働者がいない職場の人では、
「労働力の確保ができる」は40.1％と同
様に高かったが、「業務が軽減される」
は16.2％、「職場に活気が出る」は
18.0％、「利用者が喜んでいる」は
11.9％などと低かった。
　その一方、「利用者等との意思疎通
において不安がある」が54.1％、「生活、

習慣等の違いに戸惑いがある」が
46.1％などと高く、マイナスの印象が
強い傾向が示された。ちなみに一緒に
働いている人では、それぞれ33.6％、
25.2％と相対的に低かった。

介護労働者の21.6％が60歳以上
　全介護労働者の平均年齢は47.7歳。
65歳以上は12.2％で全体の１割を超え
ている。60歳以上は21.6％と２割。60
歳以上の割合は近年高まっている。職
種別では、訪問介護員では60歳以上が
39.2％と４割近くを占める。
　また、訪問介護員や介護職員の１年
間（2017年10月1日から2018年９月30
日まで）の離職率は15.4％と、前年度
よりも0.8ポイント低下した。採用率
は18.7％と、0.9ポイント上昇した。
　一方、介護サービスに従事する従業
員の不足感を示す回答は0.6ポイント

上昇し、67.2％となった（「大いに不足」
10.5％、「不足」23.1％、「やや不足」
33.6％の合計）。こうした不足感は
2013年以降、５年連続で増加している。
不足の理由は「採用が困難」が89.1％で、
その原因は「同業他社との人材確保競
争が激しい」が56.2％と高かった。
　処遇に関しては、正規職員（月給）
の所定内賃金の平均は、前年度より
3,712円増加し23万4,873円となった。
賃金は年々増加している。
　賞与の支給は、「定期的に支給して
いる」が最も多く、正規職員で69.6％、
非正規で40.4％。正規職員の平均支給
賞与額は、前年度より4,941円増加し
59万8,379円となった。
　労働者に勤務先の希望を聞いたとこ
ろ、「今の勤務先で働き続けたい」は全
体で57.3％と、前年度よりも0.4ポイン
ト上昇している。職種別では、訪問介
護員が65.7％と高い一方、介護職員は
54.2％と全体を下回った。

一緒に働く介護労働者は外国人労働者にポジティブな印象
介護労働実態調査 事業所は技能実習生活用への意欲強い

　またかとお思いでしょうが、またな
のである。機能評価受審・更新のお願
いである。
　2019年７月の日本医療機能評価機構
での病院機能評価認定割合は全国では
25.9％であったが、全日病会員病院で
は34.6％であり、全国の認定率を上ま
わっている。更に全日病の役員の病院
の認定率を調べると以下のとおりであ
る。会長・副会長の病院は６／６で、
100％、常任理事の病院では16／ 20で
80％、理事の病院では13／ 28で46％

である。
　日本医療機能評価機構に出資し、理
事や評議員を出し運営に協力している
全日病としては、更なる認定率向上を
目指したい処である。ちなみに全日病
の病院機能評価委員会では、役員病院
の認定率100％を目指して活動してい
る。
　病床規模別にみると以下のとおりで
ある。病床数の多い病院での認定率は
高く概ね70～ 90％であるが、200床以
下で23.4％、100床以下においては8.7％

と極端に低くなる。全日病の会員が多
い、これ等中小規模病院の認定率を上
げることが、全日病に与えられた使命
と考えているが如何であろうか。
　中小規模病院が受審するに際しては、
非常な困難が考えられる。
　まず、審査料が考えられるが、これ
が高いか安いか。病院の現在の経済状
態からすると、過大な出費と考える向
きもあり、一方、病院の現在や将来へ
の投資と考えれば決して高くはないと
の考え方もある。
　職員、特に診療部や事務部に大きな
負担が掛かることは否めない。しかし、
現代の医療は平準化され、特に医療安
全、医療関連の感染管理等については

病院機能評価の認定率向上を目指して
病院の規模に関わらず守らなければい
けないことがある。それらをこの際ま
とめて充実させてしまうことができる。
　また、様々な規則やマニュアルは一
度作成してしまえば、その後も若干の
改定が必要であるが、病院の大きな財
産となる。しかもこれらには見本があ
り、病院の実情に合わせて一部分を作
り直せばいいだけである。
　これらの作業でわからないことは、
是非全日病の病院機能評価委員会を利
用したいものである。今年と来年度に
は、中小病院認定率向上キャンペーン
を行っており、今年度分の申し込みは
締め切ったが、来年度はこれからであ
り、考えて頂きたいものだ。（木村　厚）

　厚生労働省は８月19日の「訪日外国
人旅行者等に対する医療の提供に関す
る検討会」（遠藤弘良座長）に、外国人
患者を受け入れる医療機関（2019年7
月17日版）を公開したことを報告する
とともに、現状の整備状況を説明した。
外国人患者の救急入院に対応できる医
療機関として182施設、診療所・歯科
診療所を含む一般的な医療に対応する
医療機関として536施設が都道府県別
にリスト化された。９月末に２回目の
受付けを締め切る。
　来年に東京オリンピック・パラリン
ピックを控え、政府をあげて外国人観
光客への対応を進めている。医療の対
応では、外国人患者を受け入れる拠点
的な医療機関を整備し、周知すること
が課題だ。すべての都道府県で面的な
ネットワークの整備を達成することを
目指している。
　具体的には、救急患者の入院を受け
入れる医療機関は都道府県で１か所以
上、一般的な医療に対応する医療機関
は二次医療圏に１か所以上を整備する。
基本的には、多言語での対応を求める
ことになる。
　外国人を受け入れる拠点的な医療機
関は都道府県に登録され、都道府県は
リスト化し周知する。ただ、どのよう
に周知し、活用していくかは今後の課
題となっている。リスト化された医療
機関を知りたい人が一元的にアクセス
できるよう、都道府県が電話対応など
でワンストップサービスを提供するこ
とが検討されているが、都道府県から

は対応困難事例の解決を求められるこ
とへの懸念もある。
　医療機関のリストは随時更新してい
く予定だ。厚労省は１年ごとに更新す
る見通しを示した。現在、リストは厚
労省ホームページにおいてエクセル形
式で公開されている。９月末の締め切
り後に、特に申し出がなければ日本政
府観光局（JNTO）でも公開するとして
いる。
　厚労省は、リスト化された医療機関
の質を担保するとともに、外国人を受
け入れる拠点的な医療機関になること
に対して、医療機関がインセンティブ
を持てるよう支援する必要があるとの
考えを示した。医療通訳の配置や配置
が難しい場合の多言語対応の機器など
政府の予算事業で支援策を継続・拡大
する方向だ。
　日本医師会の松本吉郎委員は、現状
で二次医療圏の整備状況に温度差があ
ると指摘。理由として、「外国人患者
が集中して負担が増えるなど、メリッ
トよりもデメリットが大きいと感じ
る」と述べ、メリットが大きくなるよ
うな支援策を求めた。
　また、日本医療法人協会副会長の小
森直之委員は、「リストをみると、多
言語対応の時間や言語にばらつきがあ
る。医療機関の中には、限られた時間
でしか多言語に対応できず、手上げは
やめておこうと判断した医療機関があ
るときく。輪番制を取るなど連携を図
ることができれば、積極的になる医療
機関が増えると思う」と述べた。

診療報酬通りに請求する病院が９割
　「医療機関における外国人患者の受
入れに係る実態調査」（2019年８月更新
版）の結果が示された。2018年10月１
日～ 31日の間で、回答のあった4,395
病院のうち、約半分で外国人患者の受
入れがあった。受入れ実績のあった病
院の外国人患者数は10人以下が1,170
病院で多いものの、千人以上受け入れ
ていた病院も７病院あった。
　ただ、外国人が在留外国人であるか、
訪日外国人であるかの判断は病院に委
ねられており、正確な把握ではないと
の指摘も相次いだ。厚労省は、正確で
はないが、全体的な動向を把握するた
めの調査と説明している。
　多言語対応の整備状況を二次医療圏
単位でみると、回答のあった5,694病
院のうち、医療通訳者が配置された病
院がある二次医療圏は126医療圏で
38％だった。電話通訳が利用可能な病
院がある二次医療圏は164医療圏で
49％、タブレット端末・スマートフォ
ン端末等が利用可能な病院がある二次
医療圏は170医療圏で51％。これらの
いずれかが利用可能な病院がある二次
医療圏は236医療圏で70％となってい
る。回答率が68％であるため、実際の
割合はこれより高い可能性がある。
　訪日外国人旅行者に対する自由診療
での診療価格は、９割が診療報酬点数
表を活用し、１点10円で計算していた。
外国人患者受入れが多い185病院に限
ると、28％の病院が１点20円で計算し
ていた（有効回答4,971病院）。

　未収金の発生状況は2018年10月１日
～ 31日の間に、受入れ実績のある2,174
病院のうち、386病院（17.8％）が未収
金を経験していた。未収金のあった病
院の発生件数は平均6.7件、総額は平
均43.3万円だが、100万円を超えるケー
スもあった。

病院の一般的なコスト増は2.29倍
　東京大学大学院医学系研究科の田倉
智之教授が「訪日外国人の診療価格算
定方法マニュアルの概要」を説明した。
マニュアルの趣旨は、①対象は訪日外
国人の自由診療②医療機関が個々に価
格を検討③経営安定を目的とした算定
法④計算方式は簡便な手法を採用─と
した。どのように金額を設定するかは
医療機関の自由であることを基本とし
つつ、コストが適切に反映される考え
方を提示している。
　多部門から構成される病院の一般的
な診療の場合で、訪日外国人は日本人
の2.29倍のコストがかかることを例示
した。通訳翻訳・患者紹介・特殊対応
など時間・人数・単価の増加分を積み
上げ、係数を用いる形としている。
　ただ、委員からは病院の規模や提供
する医療など複数のモデルケースを示
してほしいとの要望が相次いだ。

訪日外国人患者受入れの拠点的医療機関をリスト化
厚労省・訪日外国人医療提供検討会 救急入院対応で182、一般医療で536施設
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　中医協の薬価専門部会（中村洋部会
長）は７月24日、2020年度の薬価制度
改革に向け、業界ヒアリングを行った。
2018年度に抜本改革が行われ、現在は
その影響を把握している段階にある。
医薬品業界は、社会保障給付費抑制の
ために薬価が狙い撃ちされているとの
不満を表すとともに、抜本改革による
新薬創出等加算の見直しの問題点など
を指摘した。ただ、中医協委員からは
医薬品業界の主張に対し、厳しい指摘
が相次いだ。
　ヒアリング対象となったのは、◇日
本製薬団体連合会（日薬連）◇米国研
究製薬工業協会（PhRMA）◇欧州製薬
団体連合会（EFPIA Japan）◇日本医
薬品卸売業連合会（卸連）◇再生医療
イノベーションフォーラム（FIRM）◇
日本バイオテク協議会─の６団体。
　日薬連はまず、最近の社会保障関係
費の抑制が薬価改定に依存しているこ
とに不満を示した。政府の予算編成に
おいて、高齢化などを背景に社会保障
関係費は毎年増加しており、社会保障
給付費のシーリングが設定され、一定
額を減らすことが求められてきた。そ
の手段として、薬価改定に頼ってきた
面 が あ る。2016年 度 は1,749億 円、
2017年度は196億円、2018年度は1,766
億円、2019年度は493億円を薬価改定
で捻出した。４年累計で4,204億円、
抑制額全体の75％を占める。
　日薬連の多田正世会長代理は、「一
定の貢献はするべきと考えるが、限界
がある」と訴えた。国内の医薬品市場
はマイナス成長であり、各製薬企業が
従業員を減らすなどして対応している
ことも強調した。その上で、「新薬」「長
期収載品と後発品」「基礎的医薬品等」
に分けて要望を行った。

　中医協の保険医療材料専門部会は８
月７日、2020年度の保険医療材料制度
の見直しに向け、関係業界からヒアリ
ングを行った。
　ヒアリング対象となったのは、◇日
本医療機器産業連合会（JFMDA）◇日
本 医 療 機 器 テ ク ノ ロ ジ ー 協 会

（MTJAPAN）◇先進医療技術工業会
（AdvaМed）◇米国医療機器・IⅤD
工業会（AMDD）◇欧州ビジネス協会

（EBC）医療機器・IVD委員会◇日本
医療機器販売業協会（医器販協）◇日
本臨床検査薬協会（JACRI）の７団体。
　JFMDAは、イノベーション評価に
ついて、2018年度に導入したチャレン
ジ申請の見直しを求めた。チャレンジ
申請は医療機器が保険適用された後に、
追加的なエビデンスを得られれば、そ
の使用実績を踏まえ、再評価を受けら
れるもの。現行では、C１（新機能）、
C２（新機能・新技術）に適用されるが、
B１（既存機能区分）、B２（既存機能
区分・変更あり）の製品についても適
用することを要望した。
　また、再評価を行うに当たり、患者
への臨床的な効果に差がなくても、「検
査、併用薬、入院期間の削減や医療従
事者の負担軽減など」につながる場合
の補正加算としての評価を求めた。事
例として、カテーテル治療において、
カテーテル挿入部位を確保するのに用
いる橈骨動脈専用シースは一般的な
シースと比べ、低侵襲で患者の回復が

　「新薬」については、新薬創出等加
算を受けることのできる対象を決める
ための「品目要件」の拡充や「企業指標」
の 廃 止 をPhRMAやEFPIA Japanが
強く求めた。
　新薬創出等加算は薬価引下げを一定
期間行わず、薬価を維持する加算だ。
新薬創出等加算については、厚生労働
省の医薬品開発要請に応じるとの企業
要件を満たせば、事実上、すべての新
薬が対象になるという問題があった。
このため、抜本改革で、革新性の高い
医薬品のイノベーションを評価する上
で、メリハリをつけるため、加算対象
品目を限定する「品目要件」や加算係
数に差を設ける「企業指標」を新たに
設けた。
　日薬連などは、「品目要件」に対して、
医療上の必要性の高さや革新性・有用
性の観点を評価すべきと主張した。具
体的には、先駆け審査指定制度や条件
付き早期承認制度などで優先的に審査
された品目などを対象に加えるべきと
した。「企業指標」に対しては、「企業
規模の影響を強く受ける評価で公平性
に欠ける」と主張。一定の基準を満た
せば該当するのではなく、企業間の相
対評価で加算率が決まるため、「医薬
品開発を行う上で、予見性に乏しい」
として、廃止すべきとした。
　しかし、これらの主張に診療側・支
払側双方から厳しい意見が出た。
　診療側の委員は、「新薬創出等加算
の要件はこれまで甘かったので見直し
た。企業指標が企業規模に応じたもの
になるのも自然だと思う。廃止を主張
するのであれば、代替案を提示してほ
しい」と求めた。支払側の委員も「企
業指標は撤廃すべきではない」と述べ
るとともに、「企業指標は製薬企業同

早く、入院期間も短縮されるが、現行
では一般的なシースと同一の機能区分
であると指摘した。
　要望に対し診療側の委員からは、「優
れた改良に対しては何らかの評価が必
要」との意見がある一方で、「C１、C
２で導入したばかりで、拡大は時期尚
早」（支払側）、「医療従事者の負担軽減
を価格で評価するのは不適当」（診療
側）など慎重な意見が出た。「小さな改
良は医療現場で日々行われるものとき
く。すべて申請されれば、大量の申請
になるのではないか」との質問に、業
界側は「申請に手間がかかるので、そ
れほど多くならない」と回答した。
　原価計算方式の医療機器に対しては、

「製品総原価のうち、保険医療材料等
専門組織での開示が可能な部分の割合

（開示度）に応じて、加算率に差をつ
ける」ことを提案した。しかし、支払
側の委員からは「医薬品でそのような
仕組みを導入したが、開示を促すよう
には機能していないことがわかった」
と否定的な反応があった。
　また、製品総原価を示すに当たって
の医薬品との違いを問われ、業界側は

「医療機器はカメラやモーターなど他
の企業が作った部品を組み合わせるも
のが多く、完成品を一つの企業だけで
作ることのある医薬品とは異なる」と
説明した。
　JFMDA、AMDD、医療機器・IVD
委員会は、オンライン診療やICTを

士に競争させるために相対評価として
いる。また、依然として多くの新薬が
該当するので、予見性が低いというの
も納得できない」と述べた。

製品総原価の開示「限度ある」と主張
　原価計算方式については、抜本改革
で、類似薬効比較方式と同様に、価格
全体に補正加算をかける見直しを行う
とともに、製品総原価の開示度に応じ
て加算率に差を設けることにした。し
かし、過去最高薬価となったCAR-T
細胞療法のキムリア（ノバルティス
ファーマ）の薬価算定においても、加
算率の高い開示は行われず、「製薬企
業側のインセンティブとして機能して
いない」との指摘が出ている。
　これに対して、日薬連などは、類似
薬効比較方式で算定する品目を拡大し、
原価計算方式で算定する品目を減らす
ことを提案した。具体的には、「臨床
的位置づけ等の医療実態」を勘案すれ
ば、類似薬の対象を拡大できると主張。
開示には、企業秘密などの観点で「一
定の限界がある」とした。しかし、支
払側の委員は、製品総原価のブラック
ボックス状態が続くとして反対した。
　費用対効果評価の仕組みが本格的に
導入され、最大で有用性加算部分の
90％が引き下げられることに対して、
日薬連などは、新たな「有用性系加算」
を設けることを主張した。具体的には、

「感染や過誤の防止など医療従事者の
負担軽減・リスク低減を評価するキッ
ト加算」を有用性系加算に統合するこ
となどを提案している。
　薬価収載後に効能追加などがあり、
市販後のエビデンスなどで革新性・有
用性が新たに認められた品目について
は、改定時に改めて評価することを要

用いた情報共有・連携が進む中で、「サ
イバーセキュリティ管理」の重要性が
増していると主張。「外部の情報通信
機器が接続されるオンライン診療を安
全に普及させるために、患者の要配慮
個人情報の漏洩防止、医療機器や医療
情報システム内の情報の保護など継続
的に必要なサイバーセキュリティ管理
を行うのに必要不可欠な専用スタッフ
や外部委託その他の費用を手当てする
ための診療報酬上の評価」を要望した。
　さらに、医療画像情報のクラウド化
を促進するための診療報酬上の評価も
求めた。
　要望に対し支払側の委員からは、「サ
イバーセキュリティ対策は企業努力で
行うのが、他の業界では当たり前。診
療報酬で上乗せするのは筋違い」との
厳しい意見が出た。クラウド化につい
ても、「初期費用はかかるかもしれな
いが、ランニングコストは下がる」と
断じた。
　医器販協は、医療機器の流通経費に
ついて、医療機関での「保守・修理」、「立
会い」、「預託在庫管理」など医療機器
販売業者による「適正使用支援業務」
が果たしている役割を強調。その上で、
医療機関での「立会い」の業務負担な
ど、医療機器メーカーとの役割分担を
含め、「近年、様々な要因により、販
売業者が行う適正使用支援業務が持続
困難になってきている」と訴えた。
　支払側の委員がその理由を問うと、

望。後発品については、初収載の薬価
引下げに対し、後発品企業のコスト回
収や安定供給を確保するため、「見直
すべきではない」とした。
　長期収載品の薬価については、「長
期収載品に依存しないビジネスモデル
への転換を進めるという点に異論はな
い」としつつ、2018年度の薬価制度抜
本改革で新たに導入した段階的薬価引
下げのルールによる「期間」の短縮は

「拙速に行うべきではない」と訴えた。
医薬品の安定供給の観点から、「引下
げ率の下げ止めや影響の大きい企業へ
の円滑実施措置を継続すべき」と主張
した。現行で、下げ止めは改定前薬価
の50％、円滑実施措置では激変緩和の
ための係数を設けている。
　また、基礎的医薬品については、医
療上必要な医薬品を継続的に安定供給
するため、「対象範囲のさらなる拡充
や要件の見直しが必要」とした。不採
算品目算定や最低薬価の充実も求めた。
しかし、支払側の委員は、「単に長く
使われているとか、不採算であるとの
理由で対象にするべきではない」と釘
をさした。
　そのほか、卸連は「未妥結減算制度
や流通改善ガイドラインの趣旨の徹
底」、FIRMは「再生医療等製品は別カ
テゴリーで、その革新性・画期性の価
値を十分に反映し得る新たな価格算定
方式の検討」を主張。日本バイオテク
協議会は「ドラッグリポジショニング
による新薬の特例算定改定案」を示す
とともに、ウルトラオーファン加算の
新設などを求めた。

「日本の医療機関は欧米と比べ、症例
数は少ないが様々な治療を行うため、
医療機器の取扱いに販売業者が関わる
程度が大きい」と説明。支払側の委員
は「医療機器を効率的に使用するため、
医療機関の集約が課題になる」と主張
した。しかしこれに対しては、「流通
経費を減らすために、医療機関へのア
クセスに関わる提供体制を変えてほし
いという主張をする気持ちは全くな
い」と明確に否定した。
　JACRI、AMDD、EBCは 主 に、 対
外診断用医薬品の医療上の有用性・革
新性に対する評価を設けることを主張
した。現行では、既存項目との測定原
理の類似性から診療報酬項目の点数を
準用するため、医療上の有用性・革新
性が直接的には評価されていないとし
て、改善を求めた。
　そのほか、◇臨床現場即時検査

（POCT検査）を現行の検査と異なる
仕組みにして、質の高い在宅医療に貢
献◇「感染防止対策加算１」の施設基
準を変更して、薬剤耐性（AMR）対策
を推進─を主張した。

医薬品業界から薬価制度見直しでヒアリング

医療機器業界から保険医療材料制度見直しでヒアリング

中医協・薬価専門部会

中医協・保険医療材料部会

委員からは業界提案に厳しい意見

医療機関への支援困難との指摘も
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【資料】オンライン診療の適切な実施に関する指針� 2018年３月（令和元年７月一部改訂）

Ⅰ　オンライン診療を取り巻く環境
（省略）
Ⅱ　本指針の関連法令等（省略）
Ⅲ　本指針に用いられる用語の定義と
本指針の対象（省略）
Ⅳ　オンライン診療の実施に当たって
の基本理念（省略）
Ⅴ　指針の具体的適用（省略）
１．オンライン診療の提供に関する事
項
（１）（省略）
（２）適用対象
①考え方（省略）
②最低限遵守する事項
ⅰ～ⅳ（省略）
ⅴ　離島・へき地など医師、医療機関
が少ない地域において、地域の患者を
診療する医療機関の常勤の医師が１人
のみであることや非常勤の医師が交代
勤務をしていることにより、これらの
医師の急病時等に診療を行うことがで
きない時は、代診を立てることが原則
であるが、代診を立てられないこと等
により当該医療機関の患者の診療継続
が困難となる場合において、二次医療
圏内における他の医療機関の医師が初
診からオンライン診療を行うことは、
ⅳに該当し可能であること。ただし、
対象となる患者は、診療継続が困難と
なった医療機関において、既に対面診
療を受けたことがある患者であること、
当該医療機関は患者からオンライン診
療を行うことについて同意を得ること、
及びオンライン診療を実施する医療機
関とあらかじめ医療情報を共有するこ
とが必要である。なお、この場合にお
いては、オンライン診療の後の対面診
療は、既に対面診療を受けている医療
機関で実施すること。
ⅵ　患者が医師といる場合のオンライ
ン診療（以下「D to P with D」という。）
において、情報通信機器を通じて診療
を行う医師は、患者といる医師から十
分な情報が提供されている場合は、初
診であってもオンライン診療を行うこ
とが可能であること。
ⅶ　原則として、オンライン診療を行
う全ての医師は、直接の対面診療を経
た上でオンライン診療を行うこと。
　ただし、在宅診療において在宅療養
支援診療所が連携して地域で対応する
仕組みが構築されている場合や複数の
診療科の医師がチームで診療を行う場
合などにおいて、特定の複数医師が関
与することについて診療計画で明示し
ており、いずれかの医師が直接の対面
診療を行っている場合は、全ての医師
について直接の対面診療が行われてい
なくとも、これらの医師が交代でオン
ライン診療を行うこととして差し支え
ない。ただし、交代でオンライン診療
を行う場合は、診療計画に医師名を記
載すること。
　また、オンライン診療を行う予定で
あった医師の病欠、勤務の変更などに
より、診療計画において予定されてい
ない代診医がオンライン診療を行わな
ければならない場合は、患者の同意を
得たうえで、診療録記載を含む十分な
引継ぎを行っていれば、実施すること
として差し支えない。
　加えて、主に健康な人を対象にした
診療であり、対面診療においても一般
的に同一医師が行う必要性が低いと認
識されている診療を行う場合などにお
いても、診療計画での明示など同様の
要件の下、特定の複数医師が交代でオ
ンライン診療を行うことが認められる。

ⅷ　オンライン診療においては、初診
は直接の対面診療を行うこと、直接の
対面診療を組み合わせることが原則で
あるが、以下の診療については、それ
ぞれに記載する例外的な対応が許容さ
れ得る。
・禁煙外来については、定期的な健康
診断等が行われる等により疾病を見落
とすリスクが排除されている場合で
あって、治療によるリスクが極めて低
いものとして、患者側の利益と不利益
を十分に勘案した上で、直接の対面診
療を組み合わせないオンライン診療を
行うことが許容され得る。
・緊急避妊に係る診療については、緊
急避妊を要するが対面診療が可能な医
療機関等に係る適切な情報を有さない
女性に対し、女性の健康に関する相談
窓口等（女性健康支援センター、婦人
相談所、性犯罪・性暴力被害者のため
のワンストップ支援センターを含む。）
において、対面診療が可能な医療機関
のリスト等を用いて受診可能な医療機
関を紹介することとし、その上で直接
の対面診療を受診することとする。例
外として、地理的要因がある場合、女
性の健康に関する相談窓口等に所属す
る又はこうした相談窓口等と連携して
いる医師が女性の心理的な状態にかん
がみて対面診療が困難であると判断し
た場合においては、産婦人科医又は厚
生労働省が指定する研修を受講した医
師が、初診からオンライン診療を行う
ことは許容され得る。ただし、初診か
らオンライン診療を行う医師は一錠の
みの院外処方を行うこととし、受診し
た女性は薬局において研修を受けた薬
剤師による調剤を受け、薬剤師の面前
で内服することとする。その際、医師
と薬剤師はより確実な避妊法について
適切に説明を行うこと。加えて、内服
した女性が避妊の成否等を確認できる
よう、産婦人科医による直接の対面診
療を約三週間後に受診することを確実
に担保することにより、初診からオン
ライン診療を行う医師は確実なフォ
ローアップを行うこととする。
注　オンライン診療を行う医師は、対
面診療を医療機関で行うことができな
いか、再度確認すること。また、オン
ライン診療による緊急避妊薬の処方を
希望した女性が性被害を受けた可能性
がある場合は、十分に女性の心理面や
社会的状況にかんがみながら、警察へ
の相談を促すこと（18歳未満の女性が
受けた可能性がある性被害が児童虐待
に当たると思われる場合には児童相談
所へ通告すること）、性犯罪・性暴力
被害者のためのワンストップ支援セン
ター等を紹介すること等により、適切
な支援につなげること。さらに、事前
に研修等を通じて、直接の対面診療に
よる検体採取の必要性も含め、適切な
対応方法について習得しておくこと。
　なお、厚生労働省は、初診からのオ
ンライン診療による緊急避妊薬の処方
に係る実態調査を適宜行う。また、研
修を受講した医師及び薬剤師のリスト
を厚生労働省のホームページに掲載す
る。
（３）診療計画（省略）
（４）本人確認（省略）
（５）薬剤処方・管理（省略）
（６）診察方法（省略）

２．オンライン診療の提供体制に関す
る事項
（１）医師の所在（省略）

（２）患者の所在（省略）
（３）患者が看護師等といる場合のオ
ンライン診療
①考え方
　患者が看護師等といる場合のオンラ
イン診療（以下「D to P with N」とい
う。）は、患者の同意の下、オンライ
ン診療時に、患者は看護師等が側にい
る状態で診療を受け、医師は診療の補
助行為を看護師等に指示することで、
予測された範囲内における治療行為や
予測されていない新たな症状等に対す
る検査が看護師等を介して可能となる
もの。
　D to P with Nにおいても、指針に
定められた「最低限遵守するべき事項」
等に則った診療を行うこと。
②実施可能な診療の補助行為
　医師の指示による診療の補助行為の
内容としては、診療計画及び訪問看護
指示書に基づき、予測された範囲内に
おいて診療の補助行為を行うこと。
　オンライン診療を行った際に、予測
されていない新たな症状等が生じた場
合において、医師が看護師等に対し、
診断の補助となり得る追加的な検査を
指示することは可能である。ただし、
その検査結果等を踏まえ、新たな疾患
の診断や当該疾患の治療等を行う場合
は、直接の対面診療を行わなければな
らない。
③提供体制
　D to P with Nを行う医師は、原則、
訪問診療等を定期的に行っている医師
であり、看護師等は同一医療機関の看
護師等あるいは訪問看護の指示を受け
た看護師等である。
（４）患者が医師といる場合のオンラ
イン診療
①考え方
　オンライン診療の形態の一つとして、
患者が主治医等の医師といる場合に行
うオンライン診療であるD to P with 
Dがある。D to P with Dにおいて、
情報通信機器を用いて診療を行う遠隔
地にいる医師は、事前に直接の対面診
療を行わずにオンライン診療を行うこ
とができ、主治医等の医師は、遠隔地
にいる医師の専門的な知見・技術を活
かした診療が可能となるもの。ただし、
患者の側にいる医師は、既に直接の対
面診療を行っている主治医等である必
要があり、情報通信機器を用いて診療
を行う遠隔地にいる医師は、あらかじ
め、主治医等の医師より十分な情報提
供を受けること。
　診療の責任の主体は、原則として従
来から診療している主治医等の医師に
あるが、情報通信機器の特性を勘案し、
問題が生じた場合の責任分担等につい
てあらかじめ協議しておくこと。
（４−１）情報通信機器を用いた遠隔
からの高度な技術を有する医師による
手術等
②適用対象
　高度な技術を要するなど遠隔地にい
る医師でないと実施が困難な手術等を
必要とし、かつ、患者の体力面などか
ら当該医師の下への搬送・移動等が難
しい患者を対象に行うこと。
　（※具体的な対象疾患や患者の状態
などの詳細な適用対象は、今後は、各
学会などが別途ガイドラインなどを作
成して実施すること。）
③提供体制
　情報通信機器について、手術等を実
施するに当たり重大な遅延等が生じな
い通信環境を整え、事前に通信環境の

　厚生労働省は７月31日、「オンライン診療の適切な実施に関する指針」の改訂版を公表した。改訂版は「オンライン診療の適切な実施に関する指針の見直しに関する検
討会」での議論を反映させたもの。以下で、「緊急避妊に係る診療」や「情報通信機器を用いた遠隔からの高度な技術を有する医師による手術等」など、改訂した文言につ
いて下線を引いて示した。詳しくは、厚労省ホームページを参照。（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/rinsyo/index_00010.html）

確認を行うこと。また、仮に一時的に
情報通信機器等に不具合があった場合
等においても、患者の側にいる主治医
等の医師により手術の安全な継続が可
能な体制を組むこと。
　（※具体的な対象疾患や患者の状態
などの詳細な適用対象は、今後は、各
学会などが別途ガイドラインなどを作
成して実施すること。）
（４−２）情報通信機器を用いた遠隔
からの高度な専門性を有する医師によ
る診察・診断等
②適用対象
　希少性の高い疾患等、専門性の観点
から近隣の医療機関では診断が困難な
疾患であることや遠方からでは受診す
るまでに長時間を要すること等により、
患者の早期診断のニーズを満たすこと
が難しい患者を対象に行うこと。
③提供体制
　患者は主治医等の患者の状態を十分
に把握している医師とともに、遠隔地
にいる医師の診療を受けること。また、
患者の側にいる主治医等の医師と遠隔
地にいる医師は、事前に診療情報提供
書等を通じて連携をとっていること。
（５）通信環境（情報セキュリティ・プ
ライバシー・利用端末）
①考え方
　オンライン診療の実施に当たっては、
利用する情報通信機器やクラウドサー
ビスを含むオンライン診療システム
　及び汎用サービス等を適切に選択・
使用するために、個人情報及びプライ
バシーの保護に最大限配慮するととも
に、使用するシステムに伴うリスクを
踏まえた対策を講じた上で、オンライ
ン診療を実施することが重要である。

（省略）
１）医師が行うべき対策
　医師は、オンライン診療に用いるシ
ステムによって講じるべき対策が異な
ることを理解し、オンライン診療を計
画する際には、患者に対してセキュリ
ティリスクを説明し、同意を得なけれ
ばならない。医師は、システムは適宜
アップデートされ、リスクも変わり得
ることなど、理解を深めるべきである。
１－１）共通事項（省略）
１－２）医師が汎用サービスを用いる
場合に特に留意すべき事項（省略）
１－３）（省略）
２）オンライン診療システム事業者が
行うべき対策（省略）
３）患者に実施を求めるべき内容（省
略）

３．その他オンライン診療に関連する
事項
（1）医師教育／患者教育
　オンライン診療の実施に当たっては、
医学的知識のみならず、情報通信機器
の使用や情報セキュリティ等に関する
知識が必要となる。このため、医師は、
オンライン診療に責任を有する者とし
て、厚生労働省が定める研修を受講す
ることにより、オンライン診療を実施
するために必須となる知識を習得しな
ければならない。
※　�2020年４月以降、オンライン診療

を実施する医師は厚生労働省が指
定する研修を受講しなければなら
ない。なお、既にオンライン診療
を実施している医師は、2020年10
月までに研修を受講するものとす
る。

（省略）
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　第61回全日本病院学会 in 愛知（太
田圭洋学会長）が９月28・29日に『矜持
～今こそ示せ、医療人のプライド～』
をテーマに愛知県名古屋市で開催され
る。このほど、そのプログラムが確定
した。
　６月に閣議決定した骨太の方針2019
は、地域医療構想、医師偏在対策、医
療従事者の働き方改革を三位一体で進
める考えを示した。３つの改革は、い
ずれも民間病院の経営に深くかかわる。
太田学会長は、「今進められている改
革は中小民間病院にとって極めて厳し
いが、矜持を持って改革に向かい合っ
ていかなければならない」という思い
から今回の学会テーマを設定した。

　学会１日目は、開会式に続いて日本
医師会の横倉義武会長、厚生労働省の
鈴木康裕医務技監が特別講演を行う。
その後、太田学会長が講演し、学会テー
マに込めた思いを述べる。
　続くシンポジウム１のテーマは、「地
域医療構想」だ。地域医療構想をめぐっ
ては、公的病院の改革プランを検証し、

地域医療構想の
最新の動向を知る

代替可能性がある場合には他の病院と
の統合・再編を議論する方針が示され
ている。調整会議では、各病院の将来
を左右する重大な協議が行われること
になるだろう。シンポでは、鈴木健彦
地域医療計画課長の講演に加え、地域
医療構想ワーキングチームのメンバー
である織田正道副会長と伊藤伸一日本
医療法人協会会長代行が議論に参加す
る。
　１日目午後のシンポジウム３『官民
格差徹底討論!!』は、太田学会長の発
案によるもの。病院経営における官民
格差は、以前から民間病院経営者が訴
えてきた問題だが、地域医療構想の中
で公立病院の代替可能性が議論される
ことから避けて通れない課題となって
いる。シンポでは、公立・公的病院と
民間病院のそれぞれの立場を代表する
演者が登壇し、議論する。太田学会長
が座長を努める。
　１日目午前のシンポジウム２「令和
時代の職場環境づくり」では、人材不
足を乗り越えるための人材育成・確保、
業務効率化の実践例が報告される。
　２日目午前のシンポジウム４「地域
包括ケアとACP」では、国立長寿医療
研究センターでACPの普及啓発に取

り組む三浦久幸在宅連携医療部長が講
演する。ACPは、地域包括ケアシス
テムの推進と深いかかわりがある。シ
ンポジウムでは、各地の実践例が聞け
るだろう。
　同じく２日目午前のシンポジウム５

「病院事務職の矜持」では、経験豊富
な演者から、病院事務職の仕事のエッ
センスを学びたい。
　２日目午後の市民公開講座「人手不

愛知学会のプログラムが確定
太田学会長が特別講演、シンポジウムで官民格差を徹底討論

第61回全日本病院学会 in 愛知
足もなんのその！～医療介護と外国人
労働者～」では、人材不足時代におけ
る 外 国 人 労 働 の 問 題 を 議 論 す る。
ASEAN諸国の高齢化に伴い、優秀な
海外人材の獲得は容易ではなくなって
いる。外国人看護師・介護士に長く働
いてもらうには、生活面の配慮に加え、
社会的基盤の整備が必要だ。
　このほかにも注目すべき特別講演や
セッションが目白押しのプログラムと
なっている。愛知学会に参加し、医療
制度改革の最新情報を得るとともに、
病院経営のヒントを持ち帰ってほしい。

９月28・29日に名古屋で開催

「第61回　全日本病院学会 in 愛知」の開催概要
開　催　日◎2019年9月28日（土）・29日（日）
学　会　長◎太田圭洋（社会医療法人名古屋記念財団　名古屋記念病院理事長）
実行委員長◎今村康宏（医療法人済衆館 済衆館病院理事長）
会　　　場◎名古屋国際会議場（名古屋市熱田区熱田西町1番１号）
事前参加登録◎2019年4月8日（月）～ 8月23日（金）
参　加　費◎

協会会員
一　般 学　生

理事長・院長 左記以外の方
事前登録 32,400円 10,800円 12,960円 −
当日登録 38,000円 13,000円 16,000円 2,000円

懇　親　会◎2019年9月28日（土）18：30～
　　　　　　名古屋観光ホテル　3F「那古の間」

参加費

事前登録 2,160円
当日登録 3,000円

＊事前参加登録は、オンライン登録にて受け付けています。
https://reg.c-linkage.co.jp/ajha61entry/
＊宿泊予約は、学会ホームページの「宿泊案内」よりお申込みください。
https://amarys-jtb.jp/ajha61/

■「第 61 回全日病学会 in 愛知」主なプログラム
第 1 会場 第２会場 第３会場 第４会場 第５会場

センチュリーホール 白鳥ホール（北） 白鳥ホール（南） レセプションホール東 レセプションホール西

第１日（９月 28 日）
開会式　8︰30 〜 9︰00

特別講演 1　9︰00 〜 9︰30
横倉義武　日本医師会会長

特別講演 2　9︰30 〜 10︰00
鈴木康裕　厚生労働省医務技監

学会長講演　10︰00 〜 10︰30
太田圭洋　学会長

シンポジウム 1
10︰40 〜 12︰10

「地域医療構想」

委員会企画１
10︰40 〜 12︰10
医業経営・税制委員会 

「医療における税制について」

シンポジウム 2
10︰40 〜 12︰10

「令和時代の職場環境づくり」

委員会企画 2
10︰40 〜 12︰10
広報委員会　「病院ブランディングと
街づくり」

特別講演 3
13︰40 〜 15︰10

「トヨタのものづくり」
張富士夫　トヨタ自動車株式会社　
相談役

委員会企画 3
13︰40 〜 15︰10
医療保険・診療報酬委員会

「将来に向けた診療報酬の在り方
（仮）」

委員会企画４
13︰40 〜 15︰10
医療の質向上委員会

「医療安全管理体制相互評価の意義と
対応」

委員会企画 5
13︰40 〜 15︰40
人間ドック委員会

「医療職のためのこれからの特定保健
指導」

委員会企画 6
14︰40 〜 16︰10
医療従事者委員会

「病院事務長研修及び看護部門長研修
の成果 - 代表演題の発表 -」シンポジウム 3

15︰10 〜 17︰30
「官民格差徹底討論 !!」

委員会企画 7
15︰10 〜 17︰10
病院機能評価委員会

「今こそ示せ、機能評価認定病院のプ
ライド」

委員会企画 8
15︰40 〜 17︰10
介護医療院協議会

「今こそ目指せ、介護医療院」

委員会企画 9
16︰10 〜 17︰40
救急・防災委員会

「マスギャザリングと爆発災害」

第２日（９月 29 日）
シンポジウム 4
9︰00 〜 11︰00

「地域包括ケアと ACP」

シンポジウム 5
9︰00 〜 11︰00

「病院事務職の矜持」

委員会企画 10
9︰00 〜 10︰30
医療事故調査等支援担当委員会

「医療事故調査制度と医師法 21 条の
解釈」

委員会企画 11
9︰00 〜 10︰30
プライマリ・ケア検討委員会

「地域に求められる病院総合医」

委員会企画 12
10︰30 〜 12︰00
病院のあり方委員会

「医療現場の効率化」

委員会企画 13
10︰30 〜 12︰00
看護師特定行為研修委員会

「今こそ示せ、『看護師の特定行為研
修』修了者のプライド（仮）」

委員会企画 14
10︰30 〜 12︰00
外国人材受入事業

「外国人材の受入れについて」

特別講演 4
11︰00 〜 12︰00

「AI・IoT と地域医療」
水野正明　名古屋大学先端医療・臨
床研究支援センター長

特別講演 6
11︰00 〜 12︰00

「医師偏在の現状」
髙橋泰　国際医療福祉大学大学院教
授

市民公開講座
13︰30 〜 15︰30

「人手不足もなんのその！
～医療介護と外国人労働者～」

委員会企画 15
13︰30 〜 15︰00
高齢者医療介護委員会

「認知症の症状が進んできた段階にお
ける対応と連携」

日本医業経営コンサルタント協会企画
13︰30 〜 15︰00

「消費税率引上げに伴い拡充・見直し
がされた医療機関向け設備投資減税
が病院経営に与える効果」

学会特別企画
15：10 ～ 16：10

「医療機関のファイナンス戦略」
長谷川英司　公認会計士

特別講演 5
15︰30 〜 16︰30

「災害対応」
福和伸夫　名古屋大学減災連携研究
センター教授

閉会式　16︰30 〜 17︰00
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シリーズ●先進的な病院広報活動の紹介――その④

社会医療法人祥和会　脳神経センター大田記念病院

脳神経疾患の急性期医療から、地域包括ケアシステムへ
広報戦略が病院の業態転換をサポート

　先進的な広報活動に取り組む病院
を紹介するシリーズの第４回は、広
島県福山市の脳神経センター大田記
念病院である。脳血管疾患に対する
急性期医療で地域の中核的役割を担
う同病院だが、地域包括ケアシステ
ムを視野に病院のブランドイメージ
を変える広報戦略を展開している。減
塩食を普及させるレシピ本を発刊し
たり、地元企業とタイアップして減
塩に役立つだしパックを開発するな
ど、ユニークな広報活動について大
田泰正理事長に聞いた。

●地域の脳卒中患者の
　７割を受入れ

　祥和会グループは、社会医療法人祥
和会と社会福祉法人祥和会からなる。
社会医療法人祥和会の中心は、脳神経
センター大田記念病院であり、脳神経
疾患に特化した急性期医療を提供する。
そのほか、専門医療を担う明神館クリ
ニックと地域のかかりつけ医を目指す
沖野上クリニックがある。社会福祉法
人祥和会では、地域密着型特別養護老
人ホーム「五本松の家」を運営し、介
護事業を通して地域社会とのつながり
をつくっている。グループ全体の職員
数は685人だ。
　大田記念病院は、先代の大田浩右氏
が1976年に開設した大田病院（48床）
からはじまる。国立福山病院に脳神経
外科の専門医として勤務していた浩右
氏は、自らが考える医療を実践するた
めに開業を決断。先に開業していた夫
人とともに病院を開設した。１年後に
はCTを導入し、その後もMRIや顕微
鏡下手術、ガンマナイフなど、日進月
歩で進歩する治療技術を取り入れ、急
性期医療のニーズに応えてきた。
　現在、24時間・365日の救急体制で
脳血管疾患の急性期医療を提供し、福
山・府中医療圏の脳卒中患者の７割を
受け入れている。年間の症例数は約
1,200に及び、全国でトップクラスだ。
脳神経疾患に関して、地域の中核的施
設となっている。

●地域包括ケアを視野に
　診療の幅を広げる

　脳神経疾患の専門医療に取り組んで
きた大田記念病院だが、高齢化に伴う
環境の変化に対応するため、地域包括
ケアを視野に診療の幅を広げている。
　大田泰正氏が理事長に就任したのは
2006年。当時は、「急性期医療一本で
いくつもりでいた」という。医療政策
の方向として病床の機能分化が強調さ
れている時期であり、「回復期や慢性
期はやってはいけない雰囲気だった」

（大田理事長）。50床あった医療療養病

床を一般病床に転換し、ケアミックス
から急性期に特化する方向を選んだ。
　ところがそれから数年後に、医療政
策の風向きが変わる。少子高齢化を乗
り切るため、地域包括ケアシステムの
構築が政策の中心となった。
　脳卒中に特化した急性期医療だけで
は経営の継続が厳しくなると判断し、
法人として、「急性期医療を維持しつ
つ、地域包括ケアに対応する医療・介
護グループ」を目指すこととした。
2015年に地域包括ケア病棟を導入。訪
問看護、訪問リハなどの在宅サービス
の充実を図り、2018年にはリハビリス
タッフを確保して、回復期リハビリ
テーション病棟を開設した。病棟の改
修に当たっては、地域医療介護総合確
保基金を活用した。また、2016年９月
には、社会福祉法人を設立し、2018年
６月に地域密着型特別養護老人ホーム
を開設している。
　こうした判断の背景には、患者ニー
ズの変化もある。一つは、脳卒中患者
が軽症化していることだ。かつては労
災や交通事故による外傷が多かったが、
現在は脳卒中でも脳梗塞が主流となり、
以前に比べ軽症の患者が増えた。平均
在院日数も短縮し、発症早期のリハビ
リが重視されるようになる。自院で回
復期病床を持つことでよりスムーズな
対応が可能となる。年間1,200例の患
者をすべて自院で対応することはでき
ないので、３分の１の患者は他院へ紹
介している。
　また、高齢化と核家族化により、退
院調整に手間のかかる患者が増えてい
る。高齢の単身者も多く、生活面も含
めて対応しないと退院調整が進まない。
生活保護につなぐケースもある。
　地域のニーズに応えるために介護や
福祉を視野に入れ、急性期医療から回
復期に診療の幅を広げる必要があった
といえる。環境の変化に対応して経営
の選択肢を広げる意味もある。

●新たなブランド
　イメージを構築

　開設以来、脳神経疾患治療に取り組
んできた同病院のイメージは、地域包
括ケアと距離があったのは事実だ。そ
こで、病院の業態転換に合わせた新た
なブランドイメージをつくることに
なった。
　そのためにまず、病院の強みを再確
認した。注目したのは、病院給食であ
る。病院給食は「おいしくない」とい
う評判が一般的だが、同病院の給食は、
患者満足度調査で常に上位の評価を得
ている。歴代の管理栄養士が食材や調
味料を吟味するとともに、徹底して計
量を実施。調理法を工夫して給食の改
善に取り組み、病院給食の「大田メソッ
ド」をつくりあげてきた。
　もう一つ注目したのは、同病院が脳
卒中の専門病院として長年取り組んで
きた「減塩普及」である。脳卒中のリ
スク要因である高血圧や動脈硬化を減
らすため、病院給食を薄味にするとと
もに、患者に対する栄養指導や院内の
健康教室、市民向けのイベントを通じ
て減塩指導を積み重ねてきた。
　これらの取組みを踏まえて、減塩活

動をさらに地域に広めようと企画した
のが、レシピ本の出版だ。病院の40周
年記念事業として、病院給食を家庭用
にアレンジしたレシピをまとめ、『大
田記念病院が心をこめて贈る91のレシ
ピ』として出版した。地元の書店（啓
文社）を版元とし、2016年４月に発刊。
広島県内の書店で販売し、累計4,000
部を売り上げた。
　あわせてレシピ本と併用する無添加
のだしパックを開発した（大田記念病
院が考えただしパック）。「減塩にはだ
しの活用が早道」と指導していたが、

「具体的にどんなものを使うとよいか」
と質問を受けていた。そこで、地元の
メーカーの協力を得て、うま味の強い
だしの開発に取り組んだ。塩、粉末醤
油、砂糖、うま味調味料を一切使わず、
国産の鰹節、鰯、鯖節を加工し、椎茸、
昆布を加えてうま味を出した。だし
パックに加え、だしつゆも開発し、今
年２月から販売している。
　レシピ本やだしパックの発売に当
たって、記者クラブにプレスリリース
を配布。テレビ、ラジオ、新聞、雑誌
に取り上げられた。また、Facebook
を活用して記事を配信した。
　何よりも、レシピ本とだしパックと
いう商品がメディアとなる。レシピ本
は広島県内の主要書店に配本され、だ
しパックやだしつゆは、県内にとどま
らず全国のスーパーの店頭に並ぶ。
　健康寿命の
延伸には、食
生活の改善が
欠かせない。
地域の健康づ
くりに取り組
む同病院の試
みは、病院の
イメージを変
える広報活動
として成果を
あげている。

●広報活動を重視し
　専任スタッフを配置

　地域包括ケアの時代には、病院にか
かわるステークホルダーの数が増え、
コミュニケーションの必要量も増加す
る。同病院は、2013年に広報活動の強
化を目的に、広報担当者を採用。専任
で広報業務に当たっている。
　広報コミュニケーショングループの
島津英昌課長は、民間企業で広報を担
当した経験を持つ。プロの広報マンの
存在が、病院の特徴を生かした広報戦
略を可能にしている。
　広報活動は、病院の外部に対してだ
けでなく、内部に対しても大きな役割
がある。同病院では、経営者と職員、
あるいは職員同士の情報共有とコミュ
ニケーションを図るため、院内向けの
広報誌「祥和会News Letter」を発行し
ている。広報コミュニケーショング
ループが編集制作を担当し、Ａ４・８
ページのNews Letterを月刊で発行。
法人の経営方針や事業計画、損益の目
標までわかりやすく伝えている。広報
誌を通じてコミュニケーションを図る
ことで、職員の満足度が向上し、離職
率の低下につながった。

●医師の働き方改革に
　強い危機感

　脳血管疾患の急性期医療から、地域
包括ケアに守備範囲を広げることで地
域のニーズに対応している同病院だが、
現在、経営の根幹にかかわる問題に直
面している。医師の働き方改革に伴っ
て必要となる医師数を確保できるかと
いう問題である。「現在の医療サービ
スが成立するかが一番の問題」と大田
理事長は危機感を隠さない。
　医師に対する時間外労働の上限規制
が適用される2024年に向けて具体的な
措置が検討されているが、いまだ病院
経営に対する影響は不透明である。同
病院には、現在30人の医師が勤務する
が、新たな規制に適応するため、仮に
倍の60人の医師が必要となったとした
ら、それに見合う収益を上げられるだ
ろうか。地域の脳卒中患者の7割を受
け入れる同病院が急性期から撤退する
ことはあり得ないことである。
　医師の働き方改革とあわせ、地域医
療構想、医師偏在対策を三位一体で進
める改革が進められているが、この変
革期をどのように乗り越え、地域医療
を確保していくか─、地域の関係者の
知恵が問われている。そして、その議
論の場は、地域医療構想調整会議にな
るであろう。2025年の必要数にあわせ
て病床を調整することがこれまでの役
割だったが、地域によっては三位一体
改革のなかで、より優先度の高い課題
があるのではないか。例えば、医師の
偏在対策が重要課題であれば、地域全
体で考える必要がある。公私の区別を
超えて、地域に必要な医療機能を確保
するための議論が調整会議に求められ
ている。
　民間病院にとって存続にかかわる厳
しい状況が迫っているが、こうした状
況だからこそ、地域社会に働きかけ、
理解を得る広報活動の重要性が高まっ
ているのではないだろうか。

地元企業の協力で開発
した、だしパックとだ
しつゆ

【病院の概要】

所在地�　 広 島 県 福 山 市 沖 野 上 町
3-6-28

病床数�　213床（SCU18床、一般病
棟床88床、地域包括ケア病
棟34床、回復期リハビリテ
ーション病棟50床）

理事長　大田泰正
顧問・名誉院長　大田浩右
院長　郡山達男
診療科�目　脳神経外科、脳神経内

科、脊椎脊髄外科、循環器
内科、放射線科、内科、外科、
リハビリテーション科、救
急科、麻酔科、小児神経科、
整形外科、形成外科、歯科

大田泰正理事長

大田記念病院の外観
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　厚生労働省は８月８日、2019年度の
医師の臨床研修の実施体制の状況を公
表した。研修医を募集する臨床研修病
院・大学病院は1,037カ所で、2018年
度の1,035カ所から２病院増えた。研

修医の募集定員は１万1,492人で、
2018年度と比べ248人多くなった。大
都市のある６都府県を除く道県の募集
定員の割合は63.5％で、2018年度と比
べ0.3ポイント下がった。

　臨床研修実施施設数は２カ所増えた
が、大学病院が１カ所減少したため、
臨床研修病院が３カ所増えている。
　募集定員は対前年度比で248人多く
なった。医師不足対策により、募集定
員の増員を続けてきたが、今回は増加
が多い年度に当たる。また、１万1,492

人のうち436人は、一定規模以上の病
院に義務化される小児科・産科の研修
プログラムに関する特例定員である。
　研修の都市集中を避けるため、大都
市のある６都府県（東京、神奈川、愛知、
大阪、京都、福岡）の研修医が実績を
上回らないよう調整する措置を講じて
いる。ただ、2019年度は６都府県を除
く道県の募集定員の割合は63.5％で、
前年度より0.3ポイント下がった。

臨床研修実施施設が今年度、２病院増加
大都市以外の研修医率わずかに低下

　四病院団体協議会は８月９日、根本
匠厚生労働大臣に2020年度税制改正要
望を提出した。控除対象外消費税問題
の抜本的解決など13項目を盛り込んだ。
医療ニーズの増大や相次ぐ災害など医
療体制の充実が求められている中で、
税制の支援措置は「必ずしも医療の実
情を踏まえたものになっていない」と
主張。地域の医療を守ることができる
体制確保の措置を求めた。
　控除対象外消費税問題については、
消費税率の10％への引上げに伴う診療
報酬による医療機関への補てんが10月
に行われる。患者への医療費は非課税
であるため、仕入れにかかる消費税が
控除されず、医療機関がそれを負担す
ることになってしまう問題がある。こ

のため、診療報酬に上乗せすることで
医療機関の負担を解消している。
　しかし、厚生労働省の調査で、病院
の類型によって大きな補てんの過不足
がある上に、病院全体でも15％もの補
てん不足があることが明らかになった。
病院は高額な設備投資を行うことが多
いため、補てん不足が生じやすいと考
えられる。このため、消費税率10％へ
の引上げに伴う対応では、補てんにば
らつきが生じないよう精緻化を行って
いる。
　要望では、補てんの精緻化による過
不足の是正に期待を示しつつも、個々
の医療機関の仕入れ税額は考慮されて
いないことから、「どれほど精緻化し
ても、不公平は解消し得ない」と明記。

補てんの方法自体に限界があるため、
「病院にかかる社会保険診療報酬等に
対する消費税を原則として課税に改め、
仕入れ税額控除を認めるしかない」と
した。

認定医療法人制度の延長を求める
　認定医療法人制度については、実施
期間の延長を要望した。同制度は2014
年度に創設された。持分のある医療法
人から持分のない医療法人へ移行する
計画が国に認定されれば、計画の期間
満了まで、相続税が免除される制度だ。
来年９月までの時限措置であり、期間
の延長を求めた。
　また、持分のある医療法人に対して
は、中小企業の事業承継における相続

税・贈与税の納税猶予・免除制度と同
様の制度の創設を要望した。
　社会医療法人に対しては、寄付が
あった場合に、「寄付した側が支出額
の一定部分を所得税法上の寄付金控除
の対象および法人税法上の損金」にで
きることを要望した。また、社会医療
法人の行う医療保健業をすべて「収益
事業」から除外し非課税とすることや、
救急医療など固定資産税を非課税にす
る対象の明確化を求めた。
　介護医療院に対しては、転換時の改
修費用のうち、新施設の施設基準を満
たすためにかかる費用について、取得
価額の30％の特別償却または７％税額
控除を認めることや、固定資産税・不
動産取得税の減免等の支援措置を要望
している。
　要望事項は下表の通りとなっている。

2020年度税制改正要望で13項目を根本厚労相に提出
控除対象外消費税問題の抜本的解決が必要四病協

①　�社会保険診療報酬等の非課税に伴
う控除対象外消費税問題の抜本的
な解決

②　�医療機関に対する事業税の特例措
置の存続（社会保険診療報酬に対す
る非課税（個人、医療法人共通）お
よび自由診療収入等に対する軽減
税率（医療法人のみ））

③　�認定医療法人制度の実施期間の延
長および認定期限の緩和

④　�持分のある医療法人に係る相続税・
贈与税の納税猶予・免除制度の創
設

⑤　�社会医療法人に対する寄付税制の
整備および非課税範囲の拡大等

⑥　�医療法人の法人税率軽減と特定医
療法人の法人税非課税

⑦　�特定医療法人の存続と要件の緩和

（差額ベッド数が全病床数の30％以
下であることや、役職員１人につ
き年間給与総額を3,600万円以下と
する要件の緩和）

⑧　�訪日外国人向け医療提供体制の整
備と医療税制の整合性の確保

⑨　�介護医療院への転換時の改修等に
関する税制上の支援措置の創設

⑩　�中小企業関係設備投資減税の医療
界への適用拡大（中小企業経営強化
税制の医療保健業についての対象
設備に医療用機器および建物附属
設備を追加など）

⑪　�病院用建物等の耐用年数の短縮

⑫　�社団医療法人の出資評価の見直し

⑬　�医療従事者確保対策用資産および
公益社団法人等に対する固定資産
税等の減免措置

2020年度税制改正要望の重点事項（13項目）

　被災者健康支援連絡協議会（代表＝
横倉義武・日本医師会会長）は８月５
日、約１年ぶりに会合を開いた。厚生
労働省や各団体から災害対策の取組み
状況を聞いて意見交換した。今後は定
期的に開催し、情報交換することを確
認した。
　同連絡協議会は、医療・介護関係の
42団体で構成される。岡山・広島の豪
雨災害に対応するために開いた昨年８
月以来の会合には、15団体の代表と厚
労省・環境省の担当者が出席した。
　厚労省は、「救急・災害医療提供体
制等の在り方に関する検討会」の議論
を踏まえた災害拠点病院の指定要件の
改正や、広域災害・救急医療情報シス
テム（EMIS）の機能改修などの対応、
病院の業務継続計画（BCP）策定状況
調査の結果などを報告した。
　７月17日に発出した災害拠点病院の
指定要件の改正通知では、電気の確保
について３日間程度、自家発電機等に
より病院機能を維持できるよう燃料の

備蓄要件を明示するとともに、水の確
保では少なくとも３日分の病院機能を
維持できる水を確保することが望まし
い旨を示している。
　EMISの機能改修については、①入
力項目（医療機関のライフラインの情
報が不足）②入力率（医療機関のEMIS
入力率が低い）③情報通信環境（停電
時にEMISを利用できない）―を課題
にあげた。
　その上で、入力項目については、電
気・水道等に関する項目を追加するな
どライフライン情報収集強化を図ると
ともに、入力率を高めるためにはユー
ザーインターフェースの改善や
e-Learningの導入、通信環境の改善
ではスマートフォンアプリの開発など
の対応策をあげ、今年度中に機能拡充
を行う方針を示した。
　また、厚労省が７月31日に公表した
①病院の業務継続計画（BCP）策定状
況②病院の非常用電源の確保及び点検
状況③病院の耐震改修状況―の３つの

調査結果を紹介した。
　BCPの策定状況では、災害拠点病
院736のうち、735病院が策定しており、
策定していない１病院は、今年度中に
指定を返上する予定であることを示し
た。
　病院の非常用電源の点検状況調査で
は、法定点検未実施の病院があり、そ
の理由として「患者の継続的な医療提
供のため実施調整が困難」などをあげ
た。この結果を踏まえ、７月31日付で
「非常用電源等の法定点検未実施の病
院への適切な対応に係る周知について
（依頼）」と題する通知を各都道府県に
発出したことを説明した。
　耐震改修状況では、2018年の病院の
耐震化率は74.5％（2017年調査は72.9％）、
災害拠点病院等の耐震化率は90.7％
（同89.4％）と耐震化が進んでいるもの
の、都道府県別でみるとばらつきがあ
ることを指摘した。
　BCP未策定の災害拠点病院の指定
返上について、全日病の猪口正孝常任

理事は、「指定が先に行われ、後から
要件が決まったため、返上する病院が
出たのは残念だ。しばりがきつくなっ
て脱落すると、『角を矯めて牛を殺す』
になりかねないので、災害に関心を
持ってその地域で拠点になろうとして
いる病院がついていけるような方策を
考えてほしい」と要望した。
　また、災害拠点病院の３日分の水の
確保の指定要件に関連して猪口常任理
事は、「東日本大震災の経験では、生
き残った民間病院に患者や住民がどん
どん集まった。しかし、行政に食料が
足りないとSOSを送っても計画外と
いうことで、災害拠点病院以外には支
援が来なかった。そのため、全日病は
AMATという形で互助的に支援する
システムをつくっている。災害拠点病
院だけでなく、全病院に対応する支援
にしていただきたい」と発言した。

厚労省と医療・介護団体が災害対策で意見交換
被災者健康支援連絡協議会 「災害拠点病院だけでなく全病院に支援を」猪口常任理事

一冊の本　book review

医師の働き方改革大全
現場と経営の変革に効く「完全マニュアル」

著者●裴英洙
発行●日経BP
定価●30,000円＋税
本年度４月から、病院においても働き方改革が

はじまった。職員への年次有給休暇の取得促進や、
時間外労働の上限規制の順守はできているだろう
か？　来年度には正規・非正規雇用労働者間の不合理な待遇差の禁止が適用され、
そして2024年度からは医師に対する労働時間の上限規制なども入ってくる。
本書では、現在の日本の状況や働き方改革に対する検討の状況を概況し、医師

の働き方改革における論点と労働関連法規を説明したうえで、医療機関において
働き方改革を導入する際のポイントが細かく記されている。働き方改革を越えて、
経営改善、マネジメント改善に資する取組みも多数掲載されている。マネジメン
トスタッフには是非目を通していただき、医療機関における働き方改革の本丸と
もいうべき医師の働き方改革に備えて欲しい。� （安藤高夫）

厚労省
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　厚生労働省の「副業・兼業の場合の
労働時間管理の在り方に関する検討会」
（守島基博座長）は7月25日、報告書を
まとめた。副業・兼業を行う労働者の
複数の事業場の労働時間を企業側が
日々厳密に管理するのは難しいことか
ら、上限規制や割増賃金の算定にかか
る労働時間の通算規定については、一
部緩和する案を示した。一方で、労働
者の健康管理の強化を図る観点から、
通算した労働時間の状況に基づく健康
確保措置の実施を企業側に求めること
も提案している。
　厚労省は今後、副業・兼業における
労働時間規制について、検討会の報告
書を踏まえて、労働政策審議会で検討
を進める方針だ。今回の報告書の考え
方で、今後、医師の働き方改革におけ
る勤務医の労務管理も整理されると想
定される。

　人事院は８月７日、国家公務員の給
与改定を内閣に勧告する2019年度人事
院勧告を行った。民間給与との較差（月
額で387円、0.09％）を埋めるため、初
任給や若年層の俸給月額を引き上げる。
ボーナスは0.05月分の引上げ。期末手
当・勤勉手当のほか、住宅手当も引き
上げる。国会で給与法改正案が可決さ
れれば、月額給与等が４月にさかの
ぼって改定される。
　一宮なほみ人事院総裁は談話で、「６

　これまで副業・兼業を行う労働者に
対する企業側の労働時間管理について
は、労働基準法第38条およびその解釈
通達によって、他の事業主の下での労
働時間を通算することが求められ、「副
業・兼業の促進に関するガイドライン」
において、「労働者の自己申告により
副業・兼業先での労働時間を把握する」
とされていた。
　だが、検討会が実施した企業ヒアリ
ングによると、日々の労働時間管理を
労働者の申告により行うのは実務上難
しく、また申告の真偽も確認が難しい。
裁量労働制やフレックスタイム制など
を採用している事業場では、さらに実
務が難しくなる。また、副業・兼業を
認めている企業であっても、労働時間
の通算の問題が生じないような働き方
（非雇用や法定労働時間内での副業・
兼業）しか認めていない場合が多いこ

年連続となる給与の引上げは、職務に
精励している職員にとって、士気の一
層の向上につながる」と述べた。また、
国家公務員の人材確保が厳しくなって
いる状況を指摘し、多様な人材確保策
の必要性を訴えた。
　企業規模50人以上の民間の給与と国
家公務員の給与を比較し、民間の方が
月額で387円（0.09％）高かったため、
この較差を解消し、国家公務員の給与
を引き上げる。対象は27.7万人。

とがわかった。
　こうした状況を踏まえ報告書は、副
業・兼業を容認する企業の労働時間管
理が容易になる方法を選択肢として提
示した。
　具体的には、労働時間の上限規制に
関して、◇あらかじめ事業主が月単位
などの長い期間で副業・兼業が可能な
上限時間を設定し、その範囲内で副業・
兼業を認める◇通算規定に関して副
業・兼業の場合は厳密な遵守を求めず、
適切な健康確保措置を講ずることを要
件に、事業主ごとに労働時間の上限規
制を適用する─ことなどをあげた。
　また、割増賃金の算定についても、
「他の事業主の下での労働時間は、週
や月単位などの長い期間における所定
労働時間のみを通算し、割増賃金の支
払いを義務づける方法」や「労働時間
の通算はせず、事業主ごとに法定労働

　較差387円分のうち、俸給で344円分、
各種手当に43円分を配分する。平均給
与（行政職俸給表（一））では、月額41
万1,510円、年間給与680万円。勧告前
との差は年間給与で２万7,000円とな
る。
　モデル給与例でみると、本府省課長
（50歳）は月額74万6,160円、年間1,264
万2,000円、勧告前と比べた年間給与
額の差は４万2,000円。係長（40歳）は
月額29万9,000円、年間498万2,000円、
勧告前と比べた年間給与額との差は
１万6,000円となる。

時間を超えた場合のみ割増賃金の支払
いを義務づける」などの選択肢を示し
た。
　一方で、副業・兼業を行う労働者の
健康確保の観点から、規制を強化する
選択肢を提示した。具体的には、◇通
算した労働時間の状況に基づき労働安
全衛生法上の医師の面接指導等の対象
とする◇副業・兼業を行う旨の申告を
した労働者に対しては、労働時間の長
さにかかわらず、現行の健康確保措置
の枠組みに組み込む─などの選択肢を
示した。

　改定の詳細では、俸給表について、
総合職試験と一般職試験（大卒程度）
の初任給を1,500円、一般職試験（高卒
者）の初任給を2,000円引き上げる。30
歳代半ばまでの職員の号俸は平均改定
率0.1％とする。期末手当・勤勉手当は、
支給月数を0.05月分引き上げ、4.50月
に改定する。
　住居手当は、手当の支給対象となる
家賃額の下限を引き上げる。（１万
2,000円→１万6,000円）手当額の上限
も引き上げる（２万7,000円→２万8,000
円）。

副業・兼業の場合の労働時間管理で検討会が報告書

国家公務員の給与やボーナス、各種手当を引上げ

厚労省・労働時間管理検討会

人事院勧告

通算規定見直しの選択肢示す

民間との較差（月額387円）を解消

　厚生労働省は８月７日、2018年度の
「乳幼児等に係る医療費の援助につい
ての調査」結果を公表した。市区町村
の医療費援助の対象年齢の上限は上昇
傾向にあり、18歳年度末（高校生）ま
での子どもの医療費を援助する市区町
村が全体の３割を超えた。
　医療保険制度における子どもの医療
費の自己負担分については、すべての
市区町村が援助を実施している。そし
て全都道府県が、域内の市町村に補助
を行っている。
　多くの市区町村が都道府県の補助を
上回るかたちで対象年齢の拡大などを
行っている。自治体により医療費援助
の対象年齢や所得制限の有無に違いが
あるため、厚労省が2018年４月１日時
点での都道府県と市区町村の医療費援
助の実施状況を調査した。

都道府県の援助「就学前まで」が最多
　まず、都道府県における子どもの医
療費に対する援助の状況を、通院と入
院に分けてみていく。
　通院の医療費については、半数超の
25道府県が医療費援助の対象年齢を
「就学前まで」としている。次に多い
のが「15歳年度末（中学生）まで」で８
都府県。次いで「12歳年度末（小学生）
まで」が４県だ。所得制限を設けてい
る都道府県は29で、所得制限なしは17。
医療費援助について、自己負担「あり」
とするのが多数で、37都道府県だ。
　入院の医療費に対する援助でも、最
も多いのは「就学前」までで、20府県。
16都府県が「15歳年度末まで」、６道県
が「12歳年度末まで」である。所得制
限を設定している都道府県は28、なし
は18。自己負担「あり」は34道府県、「な
し」は、12都県となっている。

86％が「所得制限なし」
　市区町村における医療費援助の状況
をみてみると、都道府県の補助を上
回って援助している自治体が多い。
　全1741市区町村について、通院につ
いての医療費援助の対象年齢を調べる
と、最も多いのは「15歳年度末まで」
で1007。次いで「18歳年度末まで」が
541、「12歳年度末まで」が96。前年と
比べると、18歳年度末までの市区町村
が67増加しており、対象年齢を拡大す
る傾向がみられる。対象年齢を最もせ
ばめて「就学前まで」としている市区
町村は81にとどまり、前年より30減少
した。
　通院の医療費について所得制限を設
けていない市区町村は、全体の86％に
当たる1494。自己負担は63％に当たる
1089が「なし」としている。
　入院の医療費についてみてみると、

最も多いのは通院と同様に「15歳年度
末まで」で1082。次いで「18歳年度末
まで」は586、「12歳年度末まで」は61。
前年と比べると、18歳年度末までの市
区町村が75増えている。「就学前まで」
の市区町村は、前年は12だったが2018
年は減少してわずか７となった。
　入院医療費の所得制限を設けていな
いのは1495。自己負担を「なし」とし
ているのは通院医療費の場合よりも多
く、全体の68％に当たる1188。
　通院・入院の医療費を最長の22歳年
度末まで援助しているのは、北海道の
南富良野町で、所得制限はなく、一部
自己負担もなし。
　20歳年度末まで通院・入院の医療費
を援助しているのは、茨城県境町（所
得制限あり、一部自己負担あり）と奈
良県山添村（所得制限なし、一部自己
負担あり）。

子どもの医療費援助「18歳年度末まで」の自治体が３割超える
厚労省・乳幼児等医療費の援助の調査 多数の市区町村が都道府県の対象より拡充

■ 現在募集中の研修会（詳細な案内は全日病ホームページをご参照ください）
研修会名（定員） 日時【会場】 参加費 会員（会員以外） 備考

看護部門長研修コース
� （48名）

第1単位　2019年10月4～ 6日（金～日）
第2単位　2019年12月6～ 8日（金～日）
第3単位　2020年1月24～ 26日（金～日）
【全日病会議室】

全３単位９日間
242,000円（税込）
（352,000円（税込））
全単位の宿泊費及び
一部の食事代含む

看護部門長の「経営革新・実践力強化」を目的に、経営感覚・イ
ノベーション・実践力の３つの狙いを軸に講義・演習等を行う。
原則全３単位（９日間）の出席及び課題の提出の条件を満たした
方を「看護管理士」として認定する。病院の看護部門長もしくは
次期看護部門長の参加を願う。

医療事故調査制度への医療機
関の対応の現状と課題研修会
� （100名）

2019年9月23日（月・祝）
【全日病会議室】

10,800円（税込）
（16,200円（税込））

2015年10月に医療事故調査制度が始まり、医療事故の原因究
明と再発防止を目指す試みが続けられている。2019年度も各
病院が院内事故調査を円滑に実施するための考え方と方法を習
得することを目的に、研修会を開催する。「医療安全管理者養成
講習会」（全日病・日本医療法人協会共催）の継続認定の研修会
に該当する。
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